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台
湾
に
は
、
自
社
に
よ
る
研
究
開
発
、
技
術
移
転
、
技
術
ラ
イ
セ
ン
ス

に
よ
り
取
得
す
る
営
業
秘
密
が
数
多
く
存
在
し
、
こ
れ
ら
は
台
湾
の
経
済

動
脈
や
産
業
発
展
と
密
接
に
つ
な
が
っ
て
い
る
。
現
段
階
で
は
、
台
湾
は

自
国
の
産
業
の
国
際
市
場
に
お
け
る
競
争
力
を
強
化
す
る
た
め
に
「
営
業

秘
密
法
」に
よ
り
ハ
イ
テ
ク
産
業
の
保
護
を
図
っ
て
い
る
。

国
家
安
全
法
改
正
草
案
が
可
決

　
こ
の
時
代
に
お
い
て
、
国
家
の
安
全
の
概
念
は
、
す
で
に
軍
事
的
な
面

を
超
え
て
い
る
こ
と
を
鑑
み
、
経
済
発
展
や
産
業
の
競
争
力
に
大
き
な
影

響
を
与
え
る
も
の
に
対
し
て
も
、
国
家
の
安
全
を
擁
護
す
る
重
要
な
一
環

と
し
て
重
視
す
べ
き
で
あ
る
。
こ
の
た
め
台
湾
経
済
の
命
脈
と
産
業
発
展

に
深
く
影
響
を
与
え
る
営
業
秘
密
の
中
で
、
も
し
「
国
家
の
核
心
的
重
要

技
術
」
で
あ
る
場
合
は
、
台
湾
は
そ
れ
に
対
す
る
保
護
も
「
国
家
安
全
保

障
」の
レ
ベ
ル
に
ま
で
引
き
上
げ
る
と
し
て
い
る
。

　
台
湾
の
行
政
院
（
日
本
の
内
閣
に
当
た
る
）は
、
今
年
（
2
0
2
2
）2

月
17
日
に
「
国
家
安
全
法
」
の
改
正
草
案
を
可
決
し
た
。
国
家
の
核
心
的

重
要
技
術
の
営
業
秘
密
が
海
外
、
中
国
（
香
港
、
マ
カ
オ
を
含
む
）
あ
る

い
は
海
外
の
敵
対
勢
力
に
不
法
的
に
侵
害
さ
れ
な
い
こ
と
を
期
し
、
国
家

の
安
全
お
よ
び
在
台
企
業
の
産
業
競
争
力
を
擁
護
す
る
こ
と
と
し
た
。

規
制
対
象
は
国
籍
問
わ
ず
全
て
の
人

　
同
法
の
注
目
す
べ
き
こ
と
は
、
以
前
の
「
台
湾
国
家
安
全
法
」
の
規
制

対
象
は
国
民
だ
っ
た
の
が
今
回
の
改
正
で
、
規
制
対
象
は
国
籍
を
問
わ
ず

「
全
て
の
人
」と
な
っ
た
こ
と
だ
。

　
改
正
草
案
の
中
で
比
較
的
重
要
な
規
定
が
あ
る
。
そ
れ
は
全
て
の
人
は

台
湾
に
お
い
て
外
国
、
大
陸
地
域
、
香
港
、
マ
カ
オ
、
海
外
の
敵
対
勢

力
、
あ
る
い
は
こ
れ
ら
に
よ
っ
て
設
立
、
あ
る
い
は
実
質
的
に
支
配
さ
れ

て
い
る
各
種
の
組
織
、
機
関
、
団
体
、
ま
た
は
こ
れ
ら
の
派
遣
人
員
の
た

め
に
「
国
家
核
心
重
要
技
術
の
営
業
秘
密
を
侵
害
す
る
」
行
為
を
禁
止
す

る
と
し
て
い
る
。
同
時
に
、「
意
図
的
に
」台
湾
域
外
で
国
家
核
心
重
要
技

術
の
営
業
秘
密
を
「
使
用
」
す
る
上
記
の
侵
害
行
為
も
禁
止
す
る
と
し
て

い
る
。
そ
の
規
定
に
反
す
る
者
に
対
し
て
は
、
5
年
か
ら
12
年
の
有
期
懲

役
を
科
す
と
同
時
に
、
台
湾
ド
ル
1
億
元
（
日
本
円
の
約
4
億
3
千
万
円

余
）以
下
の
罰
金
を
課
す
こ
と
が
で
き
る
、
と
な
っ
て
い
る
。

　
上
述
の
通
り
、
営
業
秘
密
も
莫ば

く
だ
い大
な
ビ
ジ
ネ
ス
利
益
に
関
わ
っ
て
い
る
。

そ
の
た
め
、
よ
り
万
全
な
保
護
を
図
る
目
的
で
、
国
は
企
業
に
対
し
従
業

員
が
他
人
の
国
家
核
心
重
要
技
術
に
関
す
る
営
業
秘
密
を
不
法
に
侵
害
し

な
い
よ
う
に
、
従
業
員
を
監
督
、
又
は
防
止
す
る
責
任
も
課
し
て
い
る
。

企
業
の
代
表
者
、
代
理
人
、
雇
用
さ
れ
る
者
、
あ
る
い
は
そ
の
他
の
従
業

員
が
業
務
遂
行
の
過
程
で
前
述
の
違
法
行
為
を
犯
し
た
場
合
、
企
業
は
そ

の
違
法
行
為
を
防
ぐ
た
め
に
相
当
な
注
意
を
払
っ
た
こ
と
を
証
明
し
な
け

れ
ば
な
ら
な
い
。
で
き
な
け
れ
ば
、
そ
の
企
業
に
対
し
て
、
最
高
台
湾
ド

ル
1
億
元
の
罰
金
を
科
す
こ
と
が
で
き
る
。

案
件
の
審
理
は
よ
り
早
く
進
む
こ
と
に

　
ま
た
、
こ
の
種
の
違
法
行
為
は
国
家
の
安
全
保
障
に
関
わ
る
た
め
、
第

一
審
の
管
轄
裁
判
所
は
高
等
裁
判
所
、
又
は
知
的
財
産
及
び
商
業
裁
判
所

に
よ
る
管
轄
と
な
る
。
す
な
わ
ち
、
地
方
裁
判
所
は
第
一
審
で
は
な
い
こ

と
で
、
案
件
の
審
理
は
よ
り
早
く
進
め
ら
れ
る
と
考
え
る
。
し
か
し
、
訴

ビ
ジ
ネ
ス
マ
ン
の
た
め
の
台
湾
法
律
講
座  

第
8
回

追
さ
れ
る
不
法
行
為
を
行
っ
た
者
お
よ
び
企
業
に
と
っ
て
、
普
通
の
三
級

三
審
の
法
的
救
済
制
度
よ
り
一
つ
の
審
級
の
救
済
が
欠
け
る
こ
と
に
な
る
。

上
記
の
改
正
草
案
の
規
定
は
、
台
湾
で
の
外
資
系
企
業
に
関
わ
る
核
心
重

要
技
術
を
保
護
す
る
だ
け
で
な
く
、
こ
れ
ら
の
企
業
に
自
社
の
従
業
員
に

あ
る
程
度
の
違
法
義
務
も
課
し
て
い
る
。
今
回
の
改
正
草
案
は
関
連
技
術

を
取
り
扱
う
企
業
に
と
っ
て
重
要
な
情
報
で
あ
り
、
ご
参
考
頂
け
れ
ば
幸

い
で
あ
る
。

台
湾
は
国
家
安
全
法
を
も
っ
て

核
心
重
要
技
術
の
営
業
秘
密
を
保
護




